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１．１５年１０月期の連結業績（平成１４年１１月 １日～平成１５年１０月３１日） 

 (１)連結経営成績               （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 
売  上  高  営 業 利 益 経 常 利 益 

  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％ 

１５年１０月期 ９２，８４４ (  １．２) ２，８４２ (７２６．７) １，６０５ (   － ) 

１４年１０月期 ９１，７６４ (△１４．８) ３４３ (１０６．７) △８５１ (   － ) 

 

 
当 期 純 利 益 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 

１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円   ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 

１５年１０月期 ２，３９８(  － )   ６６．７２  －  － ２２．４ ２．０ １．７ 

１４年１０月期 △２，１７０(  － )  △５６．９４  －  － △１９．６ △１．０ △０．９ 

（注）１．持分法投資損益     １５年１０月期   △３２９百万円 １４年１０月期 △５８百万円 

   ２．期中平均株式数（連結） １５年１０月期 ３５，９４７，５７６株 

                 １４年１０月期 ３８，１１６，８９１株 

   ３．会計処理の方法の変更   無 

   ４．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 (２)連結財政状態 

 
総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

１５年１０月期 ８３，４９７ １１，９１６ １４．３ ３３１ ５５ 

１４年１０月期 ８０, ２１８ ９, ５０９ １１．９ ２６４ ４６ 

（注）期末発行済株式数（連結） １５年１０月期 ３５,９４１,５９６株 １４年１０月期 ３５,９５８,２１３株 

 (３)連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

１５年１０月期 ５，１８０ △１，０２７ △４，１３５ １，３３４ 

１４年１０月期 △１，３３１ △１０１ ３，０４２ １，３１７ 

 (４)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数  ６社  持分法適用非連結子会社数  ２社  持分法適用関連会社数  ２社 

 (５)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結（新規） １社 （除外） １社    持分法（新規） ０社 （除外） ０社 

 

２．１６年１０月期の連結業績予想（平成１５年１１月 １日～平成１６年１０月３１日） 

 
売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 ３４，２００ △３，３００ △４，０００ 

通  期 ９７，２００ ３，６００ １，７５０ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   ４８円６９銭 
 
  ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料７ページをご参照
下さい。 
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  企業集団の状況   
 

    当社グループは、当社・連結子会社６社及び持分法適用会社４社を中心にして構成されており、住宅の請負、

宅地の造成・販売を中心とした住宅事業のほか、ホテル・レジャー施設の経営を行なうホテル事業及び、ビー

ルの製造・販売等のビール・飲料事業など、食・住の生活産業とサービス産業に関連した事業展開を行なって

おります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１．連結子会社であります。 

※２．持分法を適用しております。 

※３．高原販売㈱は、平成１５年８月２８日に特別清算手続が終了しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東

日

本

ハ

ウ

ス

株

式

会

社 

住宅事業 
木材のプレカット・パネル加工 
㈱東日本ウッドワークス北海道 ※１ 
㈱東日本ウッドワークス中部  ※２ 
東日本テック㈱        ※２ 他１社 

 

住宅の保守メンテナンス 
東日本ハウスサービス㈱ 

ホテル事業 
ホテル・レジャー施設の運営管理 
㈱ホテル東日本 ※１        他３社 

その他の事業 
農場の運営管理 

Ｉ.Ｎ.Ａ.ＦＡＲＭ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ ※

１ 

 
宝くじの販売 

宝くじ神社㈱ ※２ 

 
 

一

般

顧

客 

一般・集合住宅等の請負、宅地の造成・販売及び不動産の仲介・斡旋 

部材供給 

ビール・飲料事業 
ビールの製造・販売等 
銀河高原ビール㈱     ※１ 
高原販売㈱        ※１ ※３ 
東日本沢内総合開発㈱   ※２  他１社 

施設の賃貸 

農地の賃貸 

サービスの提供 

商品の販売 

製品の販売 

オフィスビルの賃貸 

保守メンテナンス 
保守メンテナンス 
業務委託 
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関係会社の状況 
 

 

名 称 住 所 
資本金 

又は出資金 

主要な事業 

の内容 

議決権の 

所有割合（％） 
関係内容 摘要 

（連結子会社） 

㈱ホテル東日本 

 

岩手県盛岡市 

百万円 

3,775  

 

ホテル事業 

 

94.6   

[1.4]  

当社所有のホテル・リゾート施設等 

の賃借 

役員の兼任・・・１名 

※１ 

※２ 

 

銀河高原ビール㈱ 

 

東京都中央区 

百万円 

110  

 

ビール・飲料 

事業 

 

71.3   

[22.3]  

当社所有の建物賃借、資金援助 

当社の販促品等の購入 

役員の兼任・・・１名 

※３ 

 

I.N.A.FARM 

 CORPORATION 

アメリカ合衆国 

イリノイ州 

シカゴ市 

千米ドル 

2,200  

その他事業  

100.0   
当社所有の土地賃借、資金援助 

役員の兼任・・・２名 

※４ 

※５ 

 

㈱東日本ウッド 

ワークス北海道 

 

北海道白老郡 

白老町 

百万円 

300  

住宅事業  

100.0   
当社への住宅部材の供給、資金援助 

役員の兼任・・・４名 
 

 

東日本ハウスサービス㈱ 

 

岩手県盛岡市 

百万円 

35  

住宅事業  

100.0   

住宅の保守メンテナンス業務、資金援

助 

役員の兼任・・・２名 

※６ 

（持分法適用関連会社） 

東日本沢内総合開発㈱ 

 

岩手県和賀郡 

沢内村 

百万円 

150  

 

ビール・飲料 

事業 

 

23.3   

[14.0]  

資金援助 

役員の兼任・・・１名 
 

 

㈱東日本ウッド 

ワークス中部 

 

三重県阿山郡 

阿山町 

百万円 

80  

 

住宅事業 

 

48.7   
当社への住宅部材の供給、資金援助 

役員の兼任・・・３名 
 

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．有価証券報告書または有価証券届出書を提出している会社はありません。 

３．[ ]内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数であります。 

４．※１ 特定子会社であります。 

５．※２ ㈱ホテル東日本については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割

合が１０％を超えておりますが、事業の種類別セグメントのホテル事業の売上高に占める当該連結

子会社の売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高を含む。）の割合が９０％を超えているた

め、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

６．※３ 債務超過会社であります。債務超過の額は平成１５年９月末時点で 2,150 百万円であります。 

７．※４ Ｉ．Ｎ．Ａ．ＦＡＲＭ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮは、平成１６年１０月を目処に現在、清算手続中

であります。 

８．※５ 債務超過会社であります。債務超過の額は平成１５年８月末時点で 1,096 百万円であります。 

９．※６ 東日本ハウスサービス㈱については、当連結会計年度末において子会社となっております。 
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  経営方針   
 

 １．経営の基本方針 

    当社は創業以来、木造注文住宅にこだわり、お客様満足を指向する企業文化を経営理念とし、日本家屋の伝

統的な技術である木造軸組工法に先進の「新木造システム」を組み合わせることにより、地域の気候風土・文

化を踏まえつつ高強度で高性能な新しい日本の住まいを提供しております。 

    当社グループの事業領域は、日本の伝統文化を現代にいかした住宅事業を中心に、良質のサービスを提供す

るホテル事業、ビール酵母入り高級ビールにこだわり、独自のビールを製造・販売するビール事業など、極め

て多様な分野にわたっております。 

    当社グループといたしましては、こうした事業活動を通じて顧客ニーズにスピーディーに対応し、お客様満

足の向上に努めるとともに、品質・商品力・技術力・提案力・サービス力などを追求し、お客様満足重視の経

営を展開しております。 

    当社では現在グループ事業の再構築を推進しておりますが、さらに継続的に経営改善努力をし、厳しい経済

環境の中、一段の業況改善、収益力強化、財務内容の改善を図ってまいります。 

    今後とも経営改善をスピードをもって強力に推進するとともに、株主の皆様への利益還元を目指して収益力

の向上・効率経営を重視した事業展開に全力を尽くす所存でございます。 

 

 ２．利益配分に関する基本方針 

    当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要政策のひとつと考えており、安定的な配当の維持を基本に、経営

基盤の強化に必要な内部保留の確保などを総合的に勘案し、利益配分を実施していきたいと考えております。 

    なお、現在の最重要課題は、早期復配ならびに収益構造の改善であると認識しております。 

 

 ３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針 

    投資単位の引下げにつきましては、今後の株価動向を見た上で、当社株式の流通の活性化及び個人投資家層

の拡大を図るといった観点から、市場の動向などを勘案して適切に検討していきたいと考えております。 

 

 ４．中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

    当社はグループ事業再建策を中心に再構築を強化するとともに、平成１４年１１月に策定いたしました「中

期５ヵ年計画」に基づきグループ全体の財務体質・収益構造の改善を図り、経営基盤の強化に努めてまいりま

す。 

    当社グループを取り巻く厳しい経営環境の中、お客様満足経営をさらに向上させるために、お客様のニーズ

に対応した商品開発に取り組むとともに、継続して営業力・提案力を強化するために社内研修・訓練など人材

育成に注力し、お客様満足経営の向上と地域密着型営業展開に努めてまいります。 

    また、住宅事業をさらに拡充するために、新築住宅・リフォーム事業に加えて、新規事業として戸建建売分

譲（マイタウン事業）・賃貸住宅（資産活用事業）に参入いたしました。新築戸建住宅市場が縮小する中で今

まで培ってきた技術と信用そして施工体制を、「リフォーム事業」、「建売事業」、「賃貸住宅事業」に最大

限に活かし、新築部門を補う新規住宅事業部門として、受注・売上拡大に努めてまいります。 

    今後とも、お客様最優先を基本に営業力・商品力・技術力・サービス力を充実させ、お客様満足の向上に努

めるとともに、地域密着型営業展開の強化を図り、さらに管理職を中心とした社員教育による人材育成と組織

の再構築などを図り、当社グループの総合力を結集し、収益構造の改善に努めてまいる所存でございます。 

 

 

 

 

 

 

 

 



－ 4 － 

 

 ５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び、その施策の実施状況 

 （１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

     当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題と認識しており、経営の意思決定の迅速化と

業務執行機能の強化及び透明性の高い経営体制を基本方針としております。 

 

 （２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の状況 

    ①平成１４年５月に社長の最高協議機関として経営委員会を設定し、業務運営及び事業環境などの重要課題

を審議し、迅速かつ的確に対応できる体制を構築いたしました。 

    ②監査役制度においては、監査役３名のうち３名が社外監査役となっております。監査役会の経営監視機能

の強化を図るとともに客観的な経営に関する助言を頂いております。 

      また、会計監査人である新日本監査法人とは通常の会計監査を受けており、その過程で経営上の課題な

どについても助言を受けております。 

    ③社長直轄の部門として、内部監査室と法務室を設置しております。内部監査室は内部統制の強化を図るた

めに各部門の業務遂行状況の監査を行っております。 

      法務室は、法令の遵守やリスクの予防に努め、その状況を定期的に検証をし、コンプライアンスやリス

ク管理についての整備を行っております。 
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  経営成績及び財政状態   
 

経営成績 

 １．当期の概況 

  (１)業績全般に関する概況 

     当連結会計年度のわが国経済は、前半は輸出主導型の景気回復が輸出の減速とともに再び停滞色が強まり、

また米国経済への懸念や株価低迷などを背景に、先行き不透明感が高まったことから、個人消費や設備投資

も低調に推移し、厳しい状況で推移しました。 

     後半は米国を中心に世界経済の回復に伴い、輸出の増加と設備投資の回復により景気回復基調となり、ま

た株価の上昇などにより明るい兆しが見えたものの、軟調な雇用・所得環境から、個人消費は横這いで推移

しました。 

     住宅業界におきましても、こうした経済環境を背景に、住宅ローン減税の見直しの動き及び金利の先高観

などによる一時的な駆け込み需要が見られたものの、雇用・所得環境は緩やかな改善に留まり、依然として

厳しい水準で推移いたしました。 

     こうした厳しい経営環境の中、当社では経営環境の変化に迅速に対応するために、本社・支店直轄体制と

し支店経営に注力し、地域密着型営業展開を強化するとともに、お客様満足経営をさらに充実させるために

お客様相談室を社長直轄室とし、本社組織も縦割り組織から各部横割り組織に本部制・課制を廃止するなど

組織改革を行いました。また、経営効率を向上させるために原価の低減・経費削減に努めるとともに営業力・

商品力・提案力を強化するための研修・訓練、また中堅社員の人材育成に注力した教育・研修を充実させ、

全社員参画経営を浸透させお客様満足の向上に努めてまいりました。 

     以上の結果、売上高 92,844 百万円（対前年比 1.2％増）となり、利益につきましては、経常利益 1,605 百

万円、当期純利益 2,398 百万円となりました。 

 

  (２)部門別営業概況 

   ＜住宅事業＞ 

    住宅事業におきましては、日本の家の原点を追求し、日本文化を大切にし伝統工法の木造軸組工法と先進の

技術の新木造システムを組み合せ、永く住むための条件を追求した「日本の家 やまと」を中心に営業展開を

行いました。 

    注文住宅商品として、家づくりの基本単位を３尺（半間＝９１ｃｍ）から１ｍ（１００ｃｍ）とし、住空間

に広さと、ゆとりを求め、バリアフリーに対応した「メーターモジュールの家」を本年３月にまた、浴室の衣

類乾燥機能を備えた２４時間換気システムなど、入居者ニーズの高い設備を標準装備した企画提案型・高品質

賃貸住宅「プライムステージＷ」を本年５月に、さらに外観とインテリアを各々５つのコンセプトでデザイン

した「ｉ－ｄｅｓｉｇｎ（アイ・デザイン）」を本年８月にそれぞれ新商品として発売しました。 

    施工・技術面においては、昨年１２月に従来よりさらに耐震性・断熱性・機密性に優れた、６面パネルで構

成する「木軸」＋「６面パネル」の「新木造ボックスシステム」を開発し標準採用をしました。また気密性を

高めたことによる、室内の空気環境への弊害を抑制するため２４時間換気システムも標準仕様とし、気密性と

ホルムアルデヒド値を測定して「気密性能証明書」と「ホルムアルデヒド気中濃度証明書」を発行するサービ

スを行い、さらに全ての商品にメーターモジュールを標準単位にするなど、お客様のニーズに対応する商品開

発に努めてまいりました。 

    また、住宅ストックのリフォーム需要の増加が見込まれることから、リフォーム事業部門の構築を図るとと

もに、新規事業として戸建建売分譲（マイタウン事業）・賃貸住宅（資産活用事業）に参入いたしました。 

    お客様のニーズに対応するため、お客様相談係を配置するなど、人員・組織体制の充実を図り、受注・売上

拡大の整備を行ってまいりました。 

    こうした営業努力の結果、当期の住宅事業の受注高は 74,795 百万円（対前年比 3.4％増）となりました。な

お、当事業の売上高は 76,276 百万円（対前年比 1.6％増）となり、営業利益は 4,686 百万円（対前年比 41.8％

増）となりました。 
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   ＜ホテル事業＞ 

     ホテル事業におきましては、多様化するお客様のニーズに対応し、各ホテルのそれぞれの特性を活かした

シーズン毎のイベントと企画の提案を進めるなど、新商品開発に取組みお客様に満足していただけるサービ

ス・商品の提供に努めてまいりました。また、競争力強化を図るために営業体制の充実・強化を図るととも

に、徹底した固定費の削減を行い業績改善に努めてまいりました。 

     以上の結果、当事業の売上高は 11,157 百万円（対前年比 0.6％減）となり、営業利益は 309 百万円（対前

年比 69.3％増）となりました。 

 

   ＜ビール事業＞ 

     ビール事業におきましては、生産拠点の集約など経営の効率化を図るとともに、大手量販店や酒販小売業

免許の規制緩和による新業態への販売網の拡充や、活きた酵母入りビール「ヴァイツェン」のリニューアル、

食の安全がテーマの有機栽培麦芽を使用した「有機栽培ビール」の発売など製品の充実を図り、積極的な営

業展開に努めてまいりました。 
     以上の結果、当事業の売上高は 5,213 百万円（対前年比 6.2％増）となったものの、原価及び販管費の改

善が進展しなかったことにより、営業損失 1,116 百万円となりました。 

 

   ＜その他事業＞ 

     その他事業におきましては、海外農場の経営、オフィスビルの賃貸などの事業を行なっております。海外

農場の経営につきましては、この事業からの撤退を決定しており、I.N.A.FARM CORPRATION の清算手続を進

めており、営業活動はしておりません。なお、当社が保有しておりました農場については、当期において全

て売却いたしました。 

     オフィスビルの賃貸は、安定した収入を上げております。 

     以上の結果、当事業の売上高は 196 百万円（対前年比 66.7％減）となり、営業利益は 1百万円（対前年比

91.2％減）となりました。 
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 ２．次期の見通し 

今後のわが国経済の動向につきましては、米国や中国経済の堅調さを背景に景気は循環的な回復が予想され

るものの、為替動向など懸念材料もあり、景気回復基調が確かなものとなるには暫くの時間を要するものと予

想されます。 

住宅業界におきましても、雇用・所得環境に回復の兆しはあるものの緩やかであり、新設住宅着工戸数は低

調に推移するものと予想されます。 

このような経営環境の中、当社グループはお客様満足経営をさらに向上させるために、お客様のニーズに対

応した商品開発に取組むとともに、継続して営業力・提案力を強化するために社内研修・訓練など人材育成に

注力し、お客様満足経営の向上と地域密着型営業展開を積極的に推進するとともに、経費の圧縮・削減を図り

収益力向上に努めてまいります。 

住宅事業をさらに拡充するために、新築住宅・リフォーム事業に加えて、新規事業として戸建建売分譲（マ

イタウン事業）・賃貸住宅（資産活用事業）に参入いたしました。新築戸建住宅市場が縮小する中で今まで培

ってきた技術と信用、そして施工体制を「リフォーム事業」、「建売事業」、「賃貸住宅事業」に最大限に活

かし、新築部門を補う新規住宅事業部門として、受注・売上拡大に努めてまいります。 

技術・施工面においては、お客様満足を最優先に競争力のある新商品の開発に努めるとともに、「新木造ボ

ックスシステム」、「メーターモジュールの家」など、新しい技術開発により施工技術・施工能力、品質の向

上を図り、工期の短縮・原価の低減に取り組むことにより経営の効率化を推進し、業績改善・企業体質の強化

に努めてまいる所存でございます。 

ホテル事業におきましては、お客様のニーズに適応した魅力ある新商品開発に注力し、積極的な営業施策を

行い売上拡大に努めてまいります。 

また、原価の低減、人事制度の改革、固定費の削減を図り、経営効率化を強化し収益構造の改善、企業体質

の強化に努めてまいる所存でございます。 

ビール事業においては、平成１５年９月の酒販免許規制緩和による実質的な酒類小売業の自由化により、流

通構造の変革に対応した販売網の拡大を図るとともに、新規営業展開の柱として企業・各種団体・スポーツチ

ームなどのオリジナル製品のニーズが多いことから、プライベートブランド事業を構築し、積極的な営業展開

と販売網の拡充に努めてまいります。 

また、液種及び商品の集約化により原価の低減を図るとともに、人件費の抑制や経費の削減に取組み、収益

改善を図り、赤字の圧縮に努めてまいる所存でございます。 
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財政状態 

 １．キャッシュフローの状況 

当連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により 5,180

百万円増加、投資活動及び財務活動により 5,162 百万円減少となり、当連結会計期間末には 1,334 百万円（前

連結会計期間は、1,317 百万円）となりました。 

 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計期間において営業活動による資金の増加は 5,180 百万円（前連結会計期間は、1,331 百万円の減

少）となりました。これは、売上債権の増加が 1,180 百万円ありましたが、税金等調整前当期純利益 3,524 百

万円を計上し、仕入債務の増加 3,170 百万円があったことなどによるものです。 

 

   （投資活動によるキャッシュ･フロー） 

当連結会計期間において投資活動による資金の減少は、1,027 百万円（前連結会計期間は、101 百万円の減少）

となりました。これは、有形固定資産（所有ビル）の売却に伴う収入があったものの、貸付による支出 673 百

万円があったことなどによるもです。 

 

   (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計期間において財務活動による資金の減少は、4,135 百万円（前連結会計期間は、3,042 百万円の増

加）となりました。これは、短期借入金の純増加額 2,051 百万円や長期借入金による収入 370 百万円、社債の

発行による収入 2,000 百万円がありましたが、長期借入金の返済 6,354 百万円、社債の償還による支出 2,200

百万円があったことによるものです。 

 

      なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次の通りであります。 

 

 第３５期 

（平成１５年１０月期） 

第３４期 

（平成１４年１０月期） 

株主資本比率 （％） １４．３ １１．９ 

時価ベースの株主資本比率 （％） ９．９ ６．９ 

債務償還年数 （年） ８．５ －  

インタレスト・カバレッジ・レシオ ４．５ －  

(注) １．株主資本比率：株主資本／総資産 

   ２．時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

   ３．債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   ４．インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払 

     (１)各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

     (２)株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

     (３)営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロ

ーを使用しております。 

       有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を

対象としております。また、利払については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息支払額を使

用しております。 
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  連結財務諸表等   
 

１．連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

当 連 結 会 計 期 間 末 

(平成１５年１０月３１日) 

前 連 結 会 計 期 間 末 

(平成１４年１０月３１日) 
比 較 増 減 

期   別 
 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  

Ⅰ．流  動  資  産        

 現 金 預 金 ※2 ２，７６５  ２,１２４   ６４１ 

 受取手形･完成工事未収入金等  ４，４４３  ３,２８０   １，１６３ 

 有 価 証 券  ２８７  ２６４   ２３ 

 未 成 工 事 支 出 金  ５，１９１  ５,０６６   １２４ 

 そ の 他 た な 卸 資 産  ４，２８７  ４,２６１   ２５ 

 繰 延 税 金 資 産  ５１６  ５０８   ８ 

 そ の 他 流 動 資 産  ３，５３３  ２,７２９   ８０４ 

 貸 倒 引 当 金  △ ２８７  △ ２２９  △ ５７ 

 流  動  資  産  合  計  ２０，７３８ 24.8 １８,００５ 22.5  ２，７３２ 

         

Ⅱ．固  定  資  産        

 有 形 固 定 資 産        

 建 物 ・ 構 築 物 ※2 ４３，１２２  ４３,１４１  △ １８ 

 機 械 ・ 運 搬 具 ・ 備 品 ※2 ８，６９６  ８,２３９   ４５６ 

 土 地 ※2 １５，８５６  １６,０８７  △ ２３１ 

 建 設 仮 勘 定  ６９  １０７  △ ３８ 

 そ の 他 有 形 固 定 資 産  ９７  ９７  －  

 減 価 償 却 累 計 額  △ ２３，２２２  △ ２１,２３８  △ １，９８４ 

 有 形 固 定 資 産 合 計  ４４，６２０ 53.4 ４６,４３６ 57.9 △ １，８１５ 

         

 無 形 固 定 資 産  ６３７ 0.8 ６７０ 0.8 △ ３２ 

 投 資 そ の 他 資 産        

 投 資 有 価 証 券 ※1 ４９７  ６６４  △ １６７ 

 長 期 貸 付 金  ６，４２３  ５,１０９   １，３１３ 

 破産債権・更生債権等  ２，１４５  ２,３１９  △ １７３ 

 繰 延 税 金 資 産  ８，９２１  ９,９３１  △ １，０１０ 

 そ の 他 投 資 等  ２，１９２  ２,１２９   ６３ 

 貸 倒 引 当 金  △ ２，６７９  △ ５,０５４   ２，３７４ 

 投資その他の資産合計  １７，５００ 21.0 １５,１００ 18.8  ２，３９９ 

 固 定 資 産 合 計  ６２，７５８ 75.2 ６２,２０７ 77.5  ５５１ 

         

Ⅲ．繰  延  資  産        

 社 債 発 行 差 金  －   ５  △ ５ 

 繰 延 資 産 合 計  －   ５ 0.0 △ ５ 

         

 資 産 合 計  ８３，４９７ 100.0 ８０,２１８ 100.0  ３，２７８ 
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（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当 連 結 会 計 期 間 末 

(平成１５年１０月３１日) 

前 連 結 会 計 期 間 末 

(平成１４年１０月３１日) 
比 較 増 減 

期   別 
 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

Ⅰ．流  動  負  債        

 工 事 未 払 金 等   １５，２６４  １２,０７２   ３，１９１ 

 短 期 借 入 金 ※2  ２２，４５１  １７,７６４   ４，６８６ 

 一年内返済予定長期借入金 ※2  ６，１４９  ６,３５５  △ ２０６ 

 一年内償還予定の社債   ４００  ２,０００  △ １，６００ 

 未 払 法 人 税 等  １６９  １４９   １９ 

 未 成 工 事 受 入 金   ５，００８  ５,９８１  △ ９７２ 

 完 成 工 事 補 償 引 当 金   ２４６  ２１２   ３３ 

 賞 与 引 当 金   ９４１  ９８３  △ ４１ 

 そ の 他 流 動 負 債 ※2  ３，１０５  ３,９９４  △ ８８９ 

 流  動  負  債  合  計   ５３，７３５ 64.3 ４９,５１４ 61.7  ４，２２０ 

         

Ⅱ．固  定  負  債        

 社 債   １，４００  －    １，４００ 

 長 期 借 入 金 ※2  １３，６２６  １８,４５０  △ ４，８２３ 

 退 職 給 付 引 当 金   １，６８３  １,１９３   ４９０ 

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金   ５１４  ４４８   ６５ 

 持分法適用に伴う負債  ２３  －    ２３ 

 そ の 他 固 定 負 債 ※3  ５９７  １,１０２  △ ５０４ 

 固  定  負  債  合  計   １７，８４５ 21.4 ２１,１９４ 26.4 △ ３，３４９ 

        

 負 債 合 計   ７１，５８０ 85.7 ７０,７０９ 88.1  ８７１ 

       

（ 資 本 の 部 ）       

Ⅰ．資 本 金 ※5  ７，８７３ 9.4  ７，８７３ 9.8 －  

Ⅱ．資 本 剰 余 金   ６，９１０ 8.3  ６，９１０ 8.6 －  

Ⅲ．利 益 剰 余 金  △ ２，８７２ △3.4 △ ５，２７０ △6.5  ２,３９８ 

Ⅳ．その他有価証券評価差額金   ３ 0.0 △ １ △0.0  ４ 

Ⅴ．為 替 換 算 調 整 勘 定   ５ 0.0 △ ０ △0.0  ６ 

Ⅵ．自 己 株 式 ※6 △ ３ △0.0 △ １ △0.0 △ ２ 

 資 本 合 計   １１，９１６ 14.3  ９，５０９ 11.9  ２，４０６ 

 負 債 及 び 資 本 合 計   ８３，４９７ 100.0 ８０,２１８ 100.0  ３，２７８ 
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２．連結損益計算書 

（単位：百万円） 

当 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 連 結 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

比 較 増 減 
期   別 

 

 

科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 

   ％  ％  

Ⅰ．売 上 高  ９２，８４４ 100.0 ９１,７６４ 100.0  １，０７９ 

Ⅱ．売  上  原  価  ６８，１７９ 73.4 ６７,３１１ 73.4  ８６８ 

 売 上 総 利 益  ２４，６６４ 26.6 ２４,４５３ 26.6  ２１０ 
        

Ⅲ．販売費及び一般管理費 ※1､2 ２１，８２２ 23.5 ２４,１０９ 26.2 △ ２，２８７ 

 営 業 利 益  ２，８４２ 3.1 ３４３ 0.4  ２，４９８ 
         

Ⅳ．営 業 外 収 益            ３４７ 0.3 ２７３ 0.3  ７４ 

 受 取 利 息  ８８  ８３   ５ 

 受 取 保 険 料  ２５  １９   ６ 

 雑 収 入  ２３３  １７０   ６３ 

Ⅴ．営 業 外 費 用            １，５８４ 1.7 １,４６７ 1.6  １１７ 

 支 払 利 息  １，１２９  １,２０５  △ ７６ 

 持 分 法 に よ る 投 資 損 失  ３２９  ５８   ２７０ 

 雑 支 出  １２６  ２０３  △ ７７ 

 経常利益又は経常損失（△）   １，６０５ 1.7 △ ８５１ △0.9  ２，４５６ 
         

Ⅵ．特 別 利 益            ２，５０５ 2.7 １,４９４ 1.6  １，０１１ 

 固 定 資 産 売 却 益  ２７  ４２  △ １４ 

 投 資 有 価 証 券 売 却 益  －   ０  △ ０ 

 貸 倒 引 当 金 戻 入 益  ２，４４７  ６３８   １，８０９ 

 厚生年金基金代行部分返上益  －   ７９６  △ ７９６ 

 そ の 他 特 別 利 益  ３０  １５   １４ 

Ⅶ．特 別 損 失            ５８６ 0.6 ２,１９５ 2.4 △ １，６０８ 

 固 定 資 産 売 却 損  １２７  １２１   ６ 

 固 定 資 産 除 却 損  ６５  １,０１７  △ ９５２ 

 固 定 資 産 評 価 損  ２９  －    ２９ 

 販 売 用 不 動 産 評 価 損  －   １６１  △ １６１ 

 投 資 有 価 証 券 売 却 損  －   １  △ １ 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  ９１  ５５   ３５ 

 リ ー ス 契 約 解 約 損  －   ４９４  △ ４９４ 

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  １０９  －    １０９ 

 退職給付会計基準変更時差異償却額  １６３  ３１３  △ １５０ 

 そ の 他 特 別 損 失  １  ２９  △ ２８ 

 
税金等調整前当期純利益又は 

税金等調整前当期純損失(△) 
 ３，５２４ 3.8 △ １,５５１ △1.7  ５，０７５ 

         

 法人税､住民税及び事業税  １２５ 0.1 ２１ 0.0  １０３ 

 過年度法人税、住民税及び事業税  －   ５５７ 0.6 △ ５５７ 

 法 人 税 等 調 整 額   １，０００ 1.1  ３９ 0.1  ９６０ 
         

 当期純利益又は当期純損失(△)  ２，３９８ 2.6 △ ２,１７０ △2.4  ４，５６８ 
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３．連結剰余金計算書 

(単位：百万円) 

期   別 

 

科   目 

当 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 連 結 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）      

Ⅰ. 資 本 剰 余 金 期 首 残 高   ６,９１０  ７,８４６ 

Ⅱ． 資 本 剰 余 金 減 少 高      

  自 己 株 式 償 却 額  －  －  ９３６ ９３６ 

Ⅲ． 資 本 剰 余 金 期 末 残 高   ６,９１０  ６,９１０ 

      

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）      

Ⅰ． 利 益 剰 余 金 期 首 残 高   △ ５,２７０  △ ３,１００ 

Ⅱ． 利 益 剰 余 金 増 加 高      

  当 期 純 利 益  ２,３９８ ２,３９８ －  －  

Ⅲ． 利 益 剰 余 金 減 少 高      

  当 期 純 損 失  －  －  ２,１７０ －  

Ⅳ． 利 益 剰 余 金 期 末 残 高   △ ２,８７２  △ ５,２７０ 
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４．連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円) 
期   別 

 

科   目 

当 連 結 会 計 期 間 

自  平成１４年１１月 １日 

至  平成１５年１０月３１日 

前 連 結 会 計 期 間 

自  平成１３年１１月 １日 

至  平成１４年１０月３１日 

Ⅰ．  営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー   

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 益  ３，５２４ △ １，５５１ 

減 価 償 却 費  ２，２９０  ２，３４７ 

貸 倒 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 △ １，８５７ △ ６７９ 

賞 与 引 当 金 の 減 少 額 △ ４２ △ ５０４ 

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額  ４８０  ２３３ 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 加 額  ６５ △ １４２ 

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ ８８ △ ８３ 

支 払 利 息  １，１２９  １，２０５ 

投 資 有 価 証 券 売 却 損  －   １ 

投 資 有 価 証 券 評 価 損  ９１  ５５ 

持 分 法 投 資 損 失  ３２９  ５８ 

固 定 資 産 売 却 益 △ ２７ △ ４２ 

固 定 資 産 売 却 損  １２７  １２１ 

固 定 資 産 除 却 損  ６５  １，０１７ 

固 定 資 産 評 価 損  ２９  －  

売 上 債 権 の 減 少 ・ 増 加 （ △ ） 額 △ １，１８０ △ ６０７ 

未 成 工 事 支 出 金 の 減 少 額 △ １２４  ７９０ 

そ の 他 棚 卸 資 産 の 減 少 額 △ ７１  １，２７７ 

仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額  ３，１７０ △ ４１３ 

未 成 工 事 受 入 金 の 減 少 額 △ ９７２ △ １，１１１ 

未 払 消 費 税 等 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額  １０４ △ ３５７ 

そ の 他 △ ７８９ △ ２９２ 

小 計  ６，２５０  １，３２２ 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  １８１  ４９ 

利 息 の 支 払 額 △ １，１４４ △ １，０４３ 

法 人 税 等 の 支 払 額 △ １０７ △ １，６６０ 

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  ５，１８０ △ １，３３１ 
    

Ⅱ． 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー   

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ ６３９ △ ２７８ 

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入  １４  ３６８ 

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ ２８７ △ ２６４ 

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入  ２６５  ２８４ 

有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ ８０３ △ ２，３１２ 

有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入  １，１００  ２，３３７ 

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ ２１ △ ４０ 

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入  １５０  ３６ 

貸 付 に よ る 支 出 △ ６７３ △ １，０４６ 

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  ３３５  ６３４ 

新 規 連 結 子 会 社 取 得 に よ る 収 入 ３５ －  

保 険 積 立 金 解 約 収 入  ２６  ６１ 

そ の 他 △ ５３０ １１８ 

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー △ １，０２７ △ １０１ 
    

Ⅲ． 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー   

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額  ２，０５１  ６，９０７ 

長 期 借 入 に よ る 収 入  ３７０  １０，９２９ 

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ ６，３５４ △ １３，７４８ 

社 債 の 発 行 に よ る 収 入  ２，０００ －  

社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ ２，２００ －  

自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 △ ２ △ ９３７ 

そ の 他 －  △ １０８ 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ４，１３５  ３，０４２ 
    

Ⅳ． 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 △ ０  ０ 

Ⅴ． 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額  １６  １，６０９ 

Ⅵ． 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高  １，３１７ △ ２９２ 

Ⅶ． 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高  １，３３４  １，３１７ 
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５．連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 

（１）連結の範囲に関する事項 

①連結子会社数 ６社 

主要な連結子会社の名称 

㈱ホテル東日本 

銀河高原ビール㈱ 

㈱東日本ウッドワークス北海道 

 なお、東日本ハウスサービス㈱については、当連結会計期間末において連結子会社となったこと

から、貸借対照表のみ連結しております。 

 また、前連結会計年度において連結子会社でありました、アイ・エヌ・エー東日本㈱については、

平成 14 年 9 月 24 日に特別清算が結了したため、当連結会計期間より連結の範囲から除外しており

ます。 

 

②主要な非連結子会社の名称 

宝くじ神社㈱ 

東日本プレカットワークス㈱ 

東日本テック㈱ 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び剰余金（持分に見合う額）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結の

範囲から除外しております。 

 

（２）持分法の適用に関する事項 

①持分法適用の非連結子会社数 ２社 

主要な会社等の名称 

宝くじ神社㈱ 

東日本テック㈱ 

 

②持分法適用の関連会社数   ２社 

主要な会社等の名称 

東日本沢内総合開発㈱ 

㈱東日本ウッドワークス中部 

 

③持分法を適用していない非連結子会社（東日本プレカットワークス㈱他）は連結純損益及び連結剰余金

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

 

④債務超過となっている持分法適用関連会社については、「持分法会計に関する実務指針について」（会

計制度委員会報告第９号）に基づき、親会社の実質負担額を計上しております。 

なお、負担した債務超過額は、貸付金等を減額するほか、貸付金等の金額を越える場合は「持分法

適用に伴う負債」として固定負債の部に計上しております。 

また、持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、決算日と連結決算日

の差異が３ヶ月以内の会社については、各社の事業年度にかかる財務諸表を使用し、決算日と連結決

算日の差異が３ヶ月を超える会社については、連結決算日で仮決算を行なった財務諸表を使用してお

ります。 
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（３）連結子会社の事業年度等に関する事項 

    連結子会社の決算日は、すべて連結決算日と異なっており、次のとおりであります。 

        会社名          決算日  

   銀河高原ビール㈱         ９月３０日  ※１ 

   高原販売㈱            ６月３０日  ※２ 

   I.N.A FARM CORPORATION     ８月３１日  ※１ 

   ㈱東日本ウッドワークス北海道   ８月３１日  ※１ 

   ㈱ホテル東日本          ９月３０日  ※１ 

   東日本ハウスサービス㈱      ９月３０日  ※１ 

    ※１：連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しております。なお、連結子会社の決算日から

連結決算日までに発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行なっております。 

    ※２：連結子会社である高原販売㈱は、平成１５年８月２８日をもって清算したため、同日の財務諸

表に基づき連結財務諸表を作成しております。 

 

（４）会計処理基準に関する事項 

①重要な資産の評価基準及び評価方法 

(ｲ)有価証券 

満期保有目的債券………償却原価法（定額法） 

その他の有価証券 

時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

(ﾛ)たな卸資産 

住宅事業…………………主として個別法による原価法 

ホテル事業………………最終仕入原価法 

ビール事業………………総平均法による原価法 

(ﾊ)デリバティブ………………時価法 

 

②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(ｲ)有形固定資産 

住宅事業…………………主として定率法 

住宅事業以外の事業……主として定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物・構築物     ７ ～ ５０年 

機械・運搬具・備品  ２ ～ ２０年 

(ﾛ)無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。 
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③重要な引当金の計上基準 

(ｲ)貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(ﾛ)完成工事補償引当金 

完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、期末前１年間の完成工事高及び販売用建物売上高に対

し過去の補修実績に基づく将来の見積補償額を計上しております。 

(ﾊ)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

(ﾆ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、５年間による按分額を費用計上としております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

(ﾎ)役員退職慰労引当金 

親会社は役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

④重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、在外子会社等の決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めて計上して

おります。 

 

⑤重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

⑥重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ)ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理によっております。 

(ﾛ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段   金利スワップ 

ｂ ヘッジ対象   借入金・満期保有目的債券 

(ﾊ)ヘッジ方針 

職務権限規程に基づき代表取締役の稟議決裁を受け、金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジし

ております。 

(ﾆ)ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の適用要件が充足されているため、有効性の評価は省略しております。 

 

⑦消費税等に相当する額の会計処理 

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

⑧１株当たり当期純利益に関する会計基準 

当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

なお、これによる影響はありません。 

 

⑨自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用して

おります。これによる当連結会計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当期における貸借対照表の資本の部については、改正後の連

結財務諸表規則により作成しております。 
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（５）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価は全面時価評価法によっております。 

 

（６）連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定については、５年間の均等償却を行なっております。なお、金額が僅少なものは発生

年度に全額償却しております。 

 

（７）利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。 

 

（８）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手持現金、随時引き出し可

能な預金、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

（追加情報） 

（１）「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年法律第９号）により、平成１６年４月１日以降開

始事業年度より法人事業税に外形標準課税が導入されるとともに法人事業税率が変更されることにに

なりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実行税率は一部、改正

後の税率に変更しております。この結果、当期末の「繰延税金資産」が３０３百万円減少し、当期末に

計上された「法人税等調整額」が３０３百万円増加しております。 

 

（２）平成１５年４月から厚生年金保険・健康保険の保険料算定方式として「総報酬制」が導入されること

に伴い、賞与引当金に対応する社会保険料の会社負担額を当期から「未払費用」として計上しておりま

す。これにより、「未払費用」の金額が１０４百万円増加し、営業利益及び経常利益が１０４百万円減

少しております。 
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 注記事項 

  （連結貸借対照表関係） 

当 連 結 会 計 期 間 末 

（平成１５月１０月３１日） 

前 連 結 会 計 期 間 末 

（平成１４年１０月３１日） 

※1  このうち非連結子会社及び関連会社に対する

金額は次の通りであります。 

  投資有価証券 265 百万円 

※1  このうち非連結子会社及び関連会社に対する

金額は次の通りであります。 

  投資有価証券 315 百万円 

※2  このうち次のとおり借入金等の担保に供して

おります。 

 定期預金 800 百万円 

 受取手形・完成工事未収入金等 18 

 その他流動資産 948 

 建物・構築物 23,344 

 機械・運搬具・備品 2,589 

 長期貸付金 486  

 土地 10,546  

  計 38,732 

担保提供資産に対応する債務 

 短期借入金 6,501 百万円 

 一年内返済予定長期借入金 4,994 

 その他流動負債 158 

 長期借入金 10,909  

  計 22,563 

※2  このうち次のとおり借入金等の担保に供して

おります。 

 定期預金 300 百万円 

 建物・構築物 23,594 

 機械装置 2,431 

 土地 10,195  

  計 36,521 

担保提供資産に対応する債務 

 短期借入金 3,873 百万円 

 一年内返済予定長期借入金 4,557 

 その他流動負債 235 

 長期借入金 11,268  

  計 19,935 

※3 連結調整勘定は、22 百万円と金額が少額なた

め、その他固定負債に含めて表示しております。 

※3 連結調整勘定は、7 百万円と金額が少額なた

め、無形固定資産に含めて表示しております。 

4 保証債務 

 下記の住宅購入者その他に対する金融機関の

融資等について保証を行なっております。 

 住宅購入者等 5,244 百万円 

 

 

連結子会社以外の関係会社 

 東日本沢内総合開発㈱ 1,829 百万円 

 ㈱東日本ウッドワークス中部 252 

 東日本プレカットワークス㈱ 33 

 宝くじ神社㈱ 22  

 東日本テック㈱ 14  

  計 7,397 

 なお、住宅購入者等に係る保証の大半は、保証

会社が金融機関に対し保証を行なうまでのつな

ぎ保証であります。 

4 保証債務 

 下記の住宅購入者その他に対する金融機関の

融資等について保証を行なっております。 

 住宅購入者等 4,562 百万円 

 木材仕入先業者等 32 

 

連結子会社以外の関係会社 

 東日本沢内総合開発㈱ 1,893 百万円 

 ㈱東日本ウッドワークス中部 396 

 東日本プレカットワークス㈱ 46 

 宝くじ神社㈱ 30  

 東日本テック㈱ 20  

  計 6,982 

 なお、住宅購入者等に係る保証の大半は、保証

会社が金融機関に対し保証を行なうまでのつな

ぎ保証であります。 

※5 当社の発行済株式総数 

普通株式           35,964 千株 

 
----------------------- 

※6 自己株式 

 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の

株式の数 

 

普通株式             23 千株 

 

----------------------- 
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  （連結損益計算書関係） 

当 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 連 結 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

※1  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

 広告宣伝費 956 百万円 

 従業員給料手当 6,830 

 賞与引当金繰入額 512 

 退職給付費用 672 

 役員退職慰労引当金繰入額 65 

 賃借料 3,493 

 減価償却費 1,749 

※1  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

 広告宣伝費 1,099 百万円 

 従業員給料手当 7,869 

 賞与引当金繰入額 555 

 退職給付費用 976 

 役員退職慰労引当金繰入額 60 

 賃借料 4,072 

 減価償却費 1,406 

※2  一般管理費に含まれる研究開発費は 10 百万円

であります。 

※2  一般管理費に含まれる研究開発費は 3 百万円

であります。 

 

  （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 連 結 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

 １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成１４年１０月３１日現在） 

 

 現金預金勘定 2,765 百万円 

 預金期間が３ヶ月を超える 

定期預金 △470 

担保差入定期預金 △800 

別段預金 △35 

 定期積金 △125  

 現金及び預金同等物期末残高 1,334 

 

２．株式取得により新たに連結子会社となった会

社の資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに連結したことに伴う

連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の

取得価額と取得のための支出（純額）との関係は

次のとおりです。 

  

 東日本ハウスサービス㈱ 

 （平成１５年９月３０日現在） 

 流動資産 1,596 百万円 

固定資産 4,182 

流動負債 △4,839 

固定負債 △917 

 連結調整勘定 △22  

株式の取得価額 0 

 現金及び現金同等物 35  

 差引：取得による収入 35 

 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成１４年１０月３１日現在） 

 

 現金預金勘定 2,124 百万円 

 預金期間が３ヶ月を超える 

定期預金 △400 

担保差入定期預金 △300 

別段預金 △ 2 

 定期積金 △105  

 現金及び預金同等物期末残高 1,317 
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（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

 

   当連結会計期間（自 平成１４年１１月 １日 至 平成１５年１０月３１日）         （単位：百万円） 

 住 宅 

事 業 

ホ テ ル 

事 業 

ビール・

飲料事業 

そ の 他 

事 業 
計 

消去又は 

全  社 
連 結 

Ⅰ. 売上高及び営業損益         

   売 上 高         

(1)外部顧客に対する売上高             76,276 11,157 5,213 196 92,844 － 92,844 

(2)セグメント間の内部売上高 

 又は振替高 
－ 19 115 － 135 (135) － 

 計  76,276 11,177 5,329 196 92,979 (135) 92,844 

 営 業 費 用  71,589 10,868 6,446 194 89,099 902 90,001 

 営 業 利 益 

(又は営業損失) 

 
4,686 309 (1,116) 1 3,880 (1,038) 2,842 

資 産 、 減 価 償 却 費        Ⅱ． 

及 び 資 本 的 支 出        

 資 産  29,615 26,243 8,324 4,860 69,044 14,453 83,497 

 減 価 償 却 費  466 1,290 331 164 2,252 37 2,290 

 資 本 的 支 出  603 222 55 － 881 21 902 

 

   前連結会計期間（自 平成１３年１１月 １日 至 平成１４年１０月３１日）         （単位：百万円） 

 住 宅 

事 業 

ホ テ ル 

事 業 

ビール・

飲料事業 

そ の 他 

事 業 
計 

消去又は 

全  社 
連 結 

Ⅰ. 売上高及び営業損益         

   売 上 高         

(1)外部顧客に対する売上高             75,046 11,220 4,908 589 91,764 － 91,764 

(2)セグメント間の内部売上高 

 又は振替高 
－ 11 135 － 146 (146) － 

 計  75,046 11,231 5,044 589 91,911 (146) 91,764 

 営 業 費 用  71,742 11,048 6,863 571 90,225 1,195 91,421 

 営 業 利 益 

(又は営業損失) 

 
3,304 182 (1,819) 18 1,685 (1,341) 343 

資 産 、 減 価 償 却 費        Ⅱ． 

及 び 資 本 的 支 出        

 資 産  24,463 27,734 9,292 5,129 66,620 13,598 80,218 

 減 価 償 却 費  559 1,381 247 134 2,323 32 2,355 

 資 本 的 支 出  890 647 452 － 1,990 63 2,053 
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  （注）１．事業区分の方法 

        事業区分は事業の種類、販売市場等を考慮して決定しており、事業区分毎の主な内容は次のとおり

であります。 

事業区分 主  要  な  内  容 

住宅事業 一般住宅、集合住宅の請負建築工事、建売住宅、住宅用宅地の販売、住宅部

材の製造販売 

ホテル事業 ホテル業、レストランの経営、披露宴・パーティー等の請負に関する事業 

ビール・飲料事業 ビールの製造・販売、ワインの輸入・販売 

その他事業 農場の経営、オフィスビルの賃貸等 

 

     ２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用       （単位：百万円） 

 当 連 結 

会 計 期 間 

前 連 結 

会 計 期 間 
主 な 内 容 

消去又は全社の

項目に含めた配

賦不能営業費用

の金額 

１，０３３ １,３１３ 
主なものは親会社の総務部等管理部門に係

る費用であります。 

 

 

     ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産 

 当 連 結 

会 計 期 間 

前 連 結 

会 計 期 間 
主 な 内 容 

消去又は全社の 

項 目 に 含 め た 

全社資産の金額 

１４，４５３ １３,５９８ 

その主なものは、親会社における余資運用資

金（現金預金及び有価証券）、福利厚生施設

及び長期投資資産（投資有価証券）、繰延税

金資産等であります。 

 

 ２．所在地別セグメント情報 

 

   当連結会計期間（自 平成１４年１１月 １日 至 平成１５年１０月３１日） 

    全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を 

   超えているため、記載を省略しております。 

 

   前連結会計期間（自 平成１３年１１月 １日 至 平成１４年１０月３１日） 

    全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を 

   超えているため、記載を省略しております。 

 

 ３．海外売上高 

 

   当連結会計期間（自 平成１４年１１月 １日 至 平成１５年１０月３１日） 

    海外売上高が連結売上高の１０％未満で重要性がないため、記載を省略しております。 

 

   前連結会計期間（自 平成１３年１１月 １日 至 平成１４年１０月３１日） 

    海外売上高が連結売上高の１０％未満で重要性がないため、記載を省略しております。 
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（リース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

   １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

当 連 結 会 計 期 間 末 

（平成１５年１０月３１日） 

前 連 結 会 計 期 間 末 

（平成１４年１０月３１日） 
  

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累計額相当額 

期 末 

残高相当額 

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累計額相当額 

期 末 

残高相当額 

 

建物・構築

物

百万円 

２，８８４ 

百万円 

１，６０５ 

百万円 

１，２７９ 

百万円 

３，１５９ 

百万円 

１，３４４ 

百万円 

１，８１５ 

機械・運搬

具 ・ 備 品 
４，１９４ ２，４４１ １，７５３ ４，１５９ ２，０７６ ２，０８２ 

合 計 ７，０７９ ４，０４６ ３，０３２ ７，３１８ ３，４２１ ３，８９７ 

 

    ２．未経過リース料期末残高相当額 

 当 連 結 会 計 期 間 末 

（平成１５年１０月３１日） 

前 連 結 会 計 期 間 末 

（平成１４年１０月３１日） 

 百万円 百万円 

一 年 以 内 １，２８０ １，３０６ 

一 年 超 １，８９８ ２，７４２ 

合 計 ３，１７９ ４，０４８ 

 

    ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 当 連 結 会 計 期 間 末 

（平成１５年１０月３１日） 

前 連 結 会 計 期 間 末 

（平成１４年１０月３１日） 

 百万円 百万円 

支 払 リ ー ス 料 １，５０７ １，６８２ 

減価償却費相当額 １，３６３ １，５２１ 

支 払 利 息 相 当 額 １２７ １６０ 

 

    ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

    ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 
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（関連当事者との取引） 

 １．役員及び個人主要株主等 
関係内容 

属性 会社等の名称 住所 
資 本 金 

(百万円) 

事 業 の 内 容 

又 は 職 業 

議決権等

の 所 有

(被所有)

割 合 

役員の 

兼務等 
事業上の関係 

取引内容 
取引金額 

(百万円) 
科 目 

期末残高 

(百万円) 

土 地 建 物 

の 賃 貸 
4 － － 

－ － 
長 期 

貸 付 金 
247 当 社 取 締 役 

(被所有) 

直接 

15.8％ 

－ － 

利 息 の 

受 取 
6 

未 収 

入 金 
0 

㈱ 沙 理 

代 表 取 締 役 
－ － 

㈱ 沙 理 

への資金援助 

資 金 の 

貸 付 
15 

長 期 

貸 付 金 
86 

東日本ライン 

㈱代表取締役 
－ － 

東日本ライン 

㈱への施設賃 

貸・資金援助 

－ － 
破産債権・更

生債権等 
191 

役員 中村 功 
東 京 都 

港 区 
－ 

大 江 戸 温 泉 

物 語 ㈱ 

代 表 取 締 役 

－ － 

大 江 戸 温 泉 

物 語 ㈱ 

からの保証金 

の 預 り 

－ － 
長 期 

預 り 金 
317 

従 業 員 用 

の 社 宅 

賃 借 

1 
前 払 

費 用 
0 

役員 鈴木 直一 

埼 玉 県 

さいたま

市 

－ 当 社 取 締 役 

(被所有) 

直接 

0.0％ 

－ － 

資 材 置 き 

場 の 地 代 
0 

前 払 

費 用 
0 

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社等 

東京映像制作㈱ 
東 京 都 

中 央 区 
30 映 画 制 作 － － 資 金 援 助 － － 

破産債権・更

生債権等 
922 

役員が議決権の

過半数を所有し

ている会社等 

岩手製綿㈱ 
岩 手 県 

盛 岡 市 
10 

寝 具 の 製 造 

卸 業 
－ 

兼任 

１人 

従業員制服の 

購 入 
制 服 購 入 5 未 払 金 3 

－ － 
短 期 

貸 付 金 
20 

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社等 

㈲中村興産 
岩 手 県 

盛 岡 市 
100 損 害 保 険 業 － 

兼任 

１人 
資 金 援 助 

利 息 の 

受 取 
0 

未 収 

入 金 
0 

 

  （注）取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

 

   取引条件ないし取引条件の決定方針等 

①当社の取締役中村功に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。長

期貸付金の返済条件は毎年９月３０日に元金２百万円及びこれに対応する利息を返済しております。なお、返済

条件については毎年見直すこととしております。また、土地建物の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて

賃貸料金額を決定しております。 

 

②㈱沙理に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件については、

同社の資金状況に応じ返済を受けることとしております。なお、担保は受入れておりません。また、長期貸付金

の増加のうち１５百万円は、高原販売㈱の特別清算に伴う債権の代物弁済によるものであります。 

 

③東日本ライン㈱については、当社の取締役中村功が議決権の５０．０％を直接所有しております。同社に対する

資金の貸付については、現在同社が実質的営業活動を行なっていないため利息を計上しておらず、未収利息の償

却を行なっております。また、返済条件は特に定めておりません。なお、担保は受入れておりません。 

 

④大江戸温泉物語㈱については、当社の取締役中村功が議決権の３０．０％を直接所有しております。同社との間

で事業用借地権設定契約に基づき保証金を預かっております。なお、保証金の額につきましては、当社が東京都

に差入れている保証金と同額としております。 

 

⑤当社の取締役鈴木直一からの社宅及び資材置場の賃借は、近隣の取引実勢に基づいて賃借料金額を決定しており

ます。 

 

⑥東京映像制作㈱については、当社の取締役中村功が議決権の６０．０％を直接所有しております。同社に対する

資金の貸付については、現在同社が実質的営業活動を行なっていないため利息を計上しておらず、未収利息の償

却を行なっております。また、返済条件は特に定めておりません。なお、担保は受入れておりません。 
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⑦岩手製綿㈱については、当社の監査役鎌田哲爾が議決権の８３．０％を直接所有しております。同社からの制服

購入は、一般的取引条件と同様に決定しております。 

 

⑧㈲中村興産については、当社の取締役中村功が議決権の１００．０％を直接所有しております。同社に対する資

金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件については、同社の資金状況

に応じ返済を受けることとしております。なお、担保は受入れておりません。 

 

 

 ２．関係会社等 
関係内容 

属性 会社等の名称 住所 
資 本 金 

(百万円) 

事 業 の 内 容 

又 は 職 業 

議決権等

の 所 有

(被所有)

割 合 

役員の 

兼務等 
事業上の関係 

取引内容 
取引金額 

(百万円) 
科 目 

期末残高 

(百万円) 

関連会社 
東日本沢内総合 

開発㈱ 

岩 手 県 

沢 内 村 
150 

ビ ー ル の 

製 造 販 売 

直接 

23.3％ 

間接 

8.7% 

兼任 

１人 
資金援助 債 務 保 証 1,829 － － 

関連会社 
㈱東日本ウッド 

ワークス中部 

三 重 県 

阿 山 郡 
80 木材 ﾌ ﾟ ﾚ ｶ ｯ ﾄ 

(所有) 

直接 

48.7％ 

兼任 

１人 
資金援助 債 務 保 証 252 － － 

   取引条件ないし取引条件の決定方針等 

①東日本沢内総合開発㈱に対する債務保証については、運転資金及び設備資金調達のため、金融機関からの借入等

に対する保証です。なお、債務保証の保証料は徴収しておりません。 

②東日本ウッドワークス中部㈱に対する債務保証については、運転資金及び設備資金調達のため、金融機関からの

借入等に対する保証です。なお、債務保証の保証料は徴収しておりません。 
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（税効果会計） 

   

当 連 結 会 計 期 間 末 

（平成１５月１０月３１日） 

前 連 結 会 計 期 間 末 

（平成１４年１０月３１日） 

(1)繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
   繰延税金資産 

    親会社の繰越欠損金 6,969 百万円 

    連結子会社の繰越欠損金 1,564 

    清算予定連結子会社投資差額 723 

    貸倒引当金損金算入限度超過額 1,106 

    固定資産評価損否認 4,054 

    未成分譲土地評価損否認 834 

    投資有価証券等評価損否認 144 

    賞与引当金損金算入限度超過額 240 

    退職給付引当金損金算入限度超過額 615 

    役員退職慰労引当金否認 207 

    固定資産未実現利益 101 

    その他      599   

   繰延税金資産 小計 17,156 

評価性引当額  △7,716   

   繰延税金資産 合計    9,440   

 

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

 

 法定実効税率                 41.7% 

 （調整） 

 交際費等永久に損金に導入されない項目    3.0 

 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  8.6 

 住民税均等割等               3.5 

 連結子会社税効未認識額         △28.8 

 評価性引当額              △ 0.5 

 連結子会社清算に伴う税効果修正額      4.0 

 持分法会社投資損益税効果未認識額      1.8 

 その他                △  1.4 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率    31.9 

(1)繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
   繰延税金資産 

    親会社の繰越欠損金 665 百万円 

    連結子会社の繰越欠損金 1,384 

    清算予定連結子会社投資差額 8,791 

    貸倒引当金損金算入限度超過額 1,150 

    固定資産評価損否認 4,066 

    未成分譲土地評価損否認 860 

    投資有価証券等評価損否認 85 

    賞与引当金損金算入限度超過額 166 

    退職給付引当金損金算入限度超過額 397 

    役員退職慰労引当金否認 206 

    未払事業税否認 19 

    固定資産未実現利益 104 

    その他      525   

   繰延税金資産 小計 18,422 

評価性引当額  △7,982   

   繰延税金資産 合計   10,440   

 

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

 

当期純損失を計上しているため記載してありませ

ん。 
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（有価証券の時価等） 

 

   当連結会計期間末（平成１５年１０月３１日） 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの                         （単位：百万円） 

 
種 類 取得原価 

連結貸借対照表 

計上額 
差 額 

（１）株式 

（２）債券 

 ①国債・地方債等 

 ②社債 

 ③その他 

（３）その他 

１６  

 

－  

－  

－  

８  

２９  

 

－  

－  

－  

１１  

１２  

 

－  

－  

－  

２  

連結貸借対照表計上

額が取得原価を越え

るもの 

小計 ２５  ４０  １５  

（１）株式 

（２）債券 

 ①国債・地方債等 

 ②社債 

 ③その他 

（３）その他 

２８  

 

－  

－  

－  

－  

２０  

 

－  

－  

－  

－  

△７  

 

－  

－  

－  

－  

連結貸借対照表計上

額が取得原価を越え

ないもの 

小計 ２８  ２０  △７  

合計 ５３  ６１  ７  

 

２．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(単位:百万円) 

 連結貸借対照表計上額 

(１)満期保有目的の債券  

   劣後債券 １００ 

   外国金融公社債 １０ 

(２)その他有価証券  

非上場株式(店頭売買銘柄を除く) ６２ 

割引金融債 ２８７ 

 

３．その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

(単位:百万円) 

 １年以内 1 年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

債 券     

社   債 － １１０ － － 

そ の 他 ２８７ － － － 
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   前連結会計期間末（平成１４年１０月３１日） 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの                         （単位：百万円） 

 
種 類 取得原価 

連結貸借対照表 

計上額 
差 額 

（１）株式 

（２）債券 

 ①国債・地方債等 

 ②社債 

 ③その他 

（３）その他 

０  

 

－  

－  

－  

１５０  

１  

 

－  

－  

－  

１５２  

０  

 

－  

－  

－  

２  

連結貸借対照表計上

額が取得原価を越え

るもの 

小計 １５０  １５３  ２  

（１）株式 

（２）債券 

 ①国債・地方債等 

 ②社債 

 ③その他 

（３）その他 

４４  

 

－  

－  

－  

８  

４０  

 

－  

－  

－  

８  

△４  

 

－  

－  

－  

－  

連結貸借対照表計上

額が取得原価を越え

ないもの 

小計 ５２  ４８  △４  

合計 ２０３  ２０２  △１  

 

２．連結会計期間中に売却したその他有価証券（自 平成１３年１１月 １日 至 平成１４年１０月３１日） 

(単位:百万円) 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

９ － １ 

 

３．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(単位:百万円) 

 連結貸借対照表計上額 

(１)満期保有目的の債券  

   劣後債券 １００ 

   外国金融公社債 １１ 

(２)その他有価証券  

非上場株式(店頭売買銘柄を除く) ３３ 

割引金融債 ２６４ 

 

４．その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

(単位:百万円) 

 １年以内 1 年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

債 券     

社   債 － １１１ － － 

そ の 他 ２６４ － － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－ 28 － 

 

（デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益） 

 

１．取引の状況に事項 

当 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 連 結 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

(１)取引の内容及び利用目的 

当社グループでは、当社及び連結子会社銀河高

原ビール㈱でデリバティブ取引を利用しており

ます。 

当社は借入金の支払利息や債券の受取利息を

確定する目的で金利スワップ取引を利用してお

ります。 

連結子会社銀河高原ビール㈱では仕入原価を

確定し、販売利益を確保する為に為替予約取引を

行なっております。 

(１)取引の内容及び利用目的 

当社グループでは、当社及び連結子会社銀河高

原ビール㈱でデリバティブ取引を利用しており

ます。 

当社は借入金の支払利息や債券の受取利息を

確定する目的で金利スワップ取引を利用してお

ります。 

連結子会社銀河高原ビール㈱では仕入原価を

確定し、販売利益を確保する為に為替予約取引を

行なっております。 

(２)取引に対する取組方針 

通貨関連におけるデリバティブ取引について

は、外貨建債権債務の範囲内で行なうこととし、

投機目的のためにデリバティブ取引は行なわな

い方針であります。 

また、金利関連におけるデリバティブ取引につ

いては、キャッシュ・フローの固定化又は金利変

動リスクの回避を目的として行なうこととし、投

機目的のためにデリバティブ取引は行なわない

方針であります。 

(２)取引に対する取組方針 

通貨関連におけるデリバティブ取引について

は、外貨建債権債務の範囲内で行なうこととし、

投機目的のためにデリバティブ取引は行なわな

い方針であります。 

また、金利関連におけるデリバティブ取引につ

いては、キャッシュ・フローの固定化又は金利変

動リスクの回避を目的として行なうこととし、投

機目的のためにデリバティブ取引は行なわない

方針であります。 

(３)取引に係るリスクの内容 

当社グループが利用している通貨関連、金利関

連のデリバティブ取引はいずれも信用度の高い

銀行を通じて行なっているため、契約が履行され

ないリスクはほとんどないと認識しております。 

(３)取引に係るリスクの内容 

当社グループが利用している通貨関連、金利関

連のデリバティブ取引はいずれも信用度の高い

銀行を通じて行なっているため、契約が履行され

ないリスクはほとんどないと認識しております。 

(４)取引に係るリスク管理体制 

通貨関連、金利関連におけるデリバティブ取引

の実行及び管理は当社においては財務部で、銀河

高原ビール㈱では経理課で行なっております。 

その実行については、職務権限規程に基づき代

表取締役の稟議決裁を受けております。 

(４)取引に係るリスク管理体制 

通貨関連、金利関連におけるデリバティブ取引

の実行及び管理は当社においては財務部で、銀河

高原ビール㈱では経理課で行なっております。 

その実行については、職務権限規程に基づき代

表取締役の稟議決裁を受けております。 

(５)その他 

「取引の時価等に関する事項」における契約額

等は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市

場リスク量を示すものではありません。 

(５)その他 

「取引の時価等に関する事項」における契約額

等は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市

場リスク量を示すものではありません。 

 

  ２．取引の時価等に関する事項 

 

（１）通貨関連 

当 連 結 会 計 期 間 末 

（平成１５年１０月３１日） 

前 連 結 会 計 期 間 末 

（平成１４年１０月３１日） 

契約額等 契約額等 
種 類 

 うち１年超 
時価 評価額等 

 うち１年超 
時価 評価額等 

為替予約取引 

買 建 

  ユーロ 

  英ポンド 

 

 

１０ 

９ 

 

 

－ 

－ 

 

 

１０ 

９ 

 

 

△０ 

△０ 

 

 

－ 

８ 

 

 

－ 

－ 

 

 

－ 

８ 

 

 

－ 

０ 

合 計 １９ － １９ △０ ８ － ８ ０ 

（注）時価の算定は先物為替相場によっております。 
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（退職給付） 

 

  １．採用している退職給付制度の概要 

     当社及び国内連結子会社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制

度を設けております。 

     また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 

 

  ２．退職給付債務に関する事項                              （単位：百万円） 

 当連結会計期間末 

（平成１５年１０月３１日） 

前連結会計期間末 

（平成１４年１０月３１日） 

イ．退職給付債務 

ロ．年金資産 

△５，８８８ 

２，４３５ 

△５，６８９ 

２，１８５ 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 

ホ．未認識数理計算上の差異 

△３，４５２ 

３２７ 

１，４４１ 

△３，５０４ 

４９０ 

１，９００ 

ヘ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） 

ト．前払年金費用 

△１，６８３ 

－ 

△１，１１２ 

８０ 

チ．退職給付引当金 △１，６８３ △１，１９３ 

 

  ３．退職給付費用に関する事項                              （単位：百万円） 

 当 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 連 結 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

イ．勤務費用(注) 

ロ．利息費用 

ハ．期待運用収益 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 

４０９ 

１１３ 

△ ４３ 

１６３ 

４２９  

６４９ 

１７４ 

△ ８１ 

３１３ 

４４２  

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） １，０７１ １，４９８ 

     （注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、イ．勤務費用に計上しております。 

 

  ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 連 結 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 

ロ．割引率 

ハ．期待運用収益率 

ニ．数理計算上の差異の処理年数 

ホ．会計基準変更時差異の処理年数 

期間定額基準 

2.0％ 

2.0％ 

5 年 

5 年 

期間定額基準 

2.0％ 

3.0％ 

5 年 

5 年 
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 （１株当たり情報） 

 

当 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 連 結 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

 １株当たり純資産額       331 円 55 銭 

 

 １株当たり当期純利益       66 円 72 銭 

 

 なお、潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益につい

ては、希簿化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 

 当期から「1株当たり当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成 14 年 9 月 25 日 企業会

計基準第 2 号）及び「1 株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 14

年 9 月 25 日 企業会計基準適用指針第 4号）を適用し

ております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を前期に適用した場

合、1 株当たり純資産額及び 1 株当たり当期純利益へ

の影響はありません。 

 １株当たり純資産額       264 円 46 銭 

 

 １株当たり当期純損失       56 円 94 銭 

 

 なお、潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益につい

ては、当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。 

 

   （注）1株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 

 

当 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 連 結 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

当期純利益       （百万円） 2,398 －  

普通株主に帰属しない金額（百万円） －  －  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,398 －  

期中平均株式数     （ 株 ） 35,947,576 －  
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  生産、受注及び販売の状況   
 

１．生産実績 

   当社グループが営んでいる事業の大部分を占める住宅事業及びホテル事業は、生産実績を定義することが困難で

あるため、ビール・飲料事業のみ生産実績を記載しております。 

                              （単位：百万円） 

区     分 

当 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 連 結 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

ビール・飲料事業 4,476 4,274 

  （注）金額は販売価額により表示しております。 

 

２．受注状況 

   当社グループでは、当社の受注が大部分を占めているため、当社の受注状況を記載しております。 

（単位：百万円） 

次期繰越工事高  

工 事 別 
前期繰越 

工 事 高 

当期受注 

工 事 高 
計 

当期完成 

工 事 高 
手 持 

工事高 
うち施工高 

当 期 

施工高 

       ％   

建 築 部 門 43,651 73,454 117,106 74,334 42,771 15.5 6,631 74,489 

不動産部門 347 1,341 1,688 1,274 413 － － － 

当 連 結 会 計 期 間 

自平成 14年 11月 1 日 

至平成15年 10月 31日 
計 43,999 74,795 118,794 75,608 43,185 － － － 

建 築 部 門 45,549 71,110 116,660 73,008 43,651 14.8 6,475 71,909 

不動産部門 470 1,222 1,692 1,345 347 － － － 

前 連 結 会 計 期 間 

自平成 13年 11月 1 日 

至平成14年 10月 31日 
計 46,019 72,332 118,352 74,353 43,999 － － － 

  （注）１．上記金額は全て販売価額により表示しております。 

     ２．前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更のあるものについては、当期受注工事高

にその増減額を含んでおります。従って当期完成工事高にも、かかる増減額が含まれております。 

     ３．次期繰越工事高の施工高は、未成工事支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

     ４．当期施工高は（当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致いたします。 

     ５．建築部門の完成工事高は、木造注文住宅の建築施工が冬季の積雪等の影響により下半期に集中する傾

向にあります。 

 

３．販売実績 

   販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

                              （単位：百万円） 

区     分 

当 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 連 結 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

住宅事業 76,276 75,046 

ホテル事業 11,157 11,220 

ビール・飲料事業 5,213 4,908 

その他の事業 196 589 

計 92,844 91,764 
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平成１５年１０月期  個別財務諸表の概要 
平成１５年１２月２５日 

会 社 名  東日本ハウス株式会社           登録銘柄 

コ ード番 号  １８７３                 本社所在都道府県  岩手県 

（ＵＲＬ http://www.higashinihon.co.jp） 

代 表 者  役 職 名 代表取締役社長 

        氏    名 成 田 和 幸 

問い合わせ先  責任者役職名 常 務 取 締 役 

        氏    名 小 國 健 司      ＴＥＬ（０１９）６２４－３２６１ 

決算取締役会開催日  平成１５年１２月２５日       中間配当制度の有無    有 

定時株主総会開催日  平成１６年 １月３０日       単元株制度採用の有無 有（１単元１０００株） 

 

１．１５年１０月期の業績（平成１４年１１月 １日～平成１５年１０月３１日） 

 （１）経営成績               （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％ 

１５年１０月期 ７７，７０３ (  １．３) ３，５５２ (１２７．２) ２，８５８ (２０６．５) 

１４年１０月期 ７６，７４２ (△１７．５) １，５６３ (△４３．０) ９３２ (△６５．２) 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 

1 株当たり当期純利益 

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

  百万円 ％ 円  銭   円  銭 ％ ％ ％ 

１５年１０月期 ４５４ (  － )   １２ ６６ －  －   ３．２ ３．８ ３．７ 

１４年１０月期 △２，１４１ (  － )  △５６ １８ －  － △１３．７ １．２ １．２ 

  （注） １．期中平均株式数   １５年１０月期  ３５，９４７，５７６株 

                  １４年１０月期  ３８，１１６，８９１株 

      ２．会計処理の方法の変更   無 

      ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 （２）配当状況 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  

 中   間 期   末 

配当金総額 

（年  間） 
配当性向 

株 主 資 本 

配 当 率 

 円  銭 円  銭 円  銭 百万円 ％ ％ 

１５年１０月期  ０  ０  ０  ０ ０  ０ －  －  － 

１４年１０月期  ０  ０  ０  ０ ０  ０ －  －  － 

 （３）財政状態 

 
総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％     円  銭 

１５年１０月期 ７５，０２５ １４，５５９ １９．４ ４０５ ０９ 

１４年１０月期 ７５，３８０ １４，１０２ １８．７ ３９２ ２０ 

  （注） １．期末発行済株式数            １５年１０月期  ３５，９４１，５９６株 

                            １４年１０月期  ３５，９５８，２１３株 

      ２．期末自己株式数             １５年１０月期      ２３，２４６株 

                            １４年１０月期       ６，６２９株 

 

２．１６年１０月期の業績予想（平成１５年１１月 １日～平成１６年１０月３１日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  
売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

中  間 期  末  

 百万円 百万円  百万円 円  銭 円  銭 円  銭 

中 間 期 ２６，６００ △３，７４０ △４，４４０  ０  ０  －  －  －  － 

通 期 ８０，８００ ２，２００ ６５０  －  －  ０  ０  ０  ０ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）１８円０８銭 

 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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  個別財務諸表等   
 

１．貸借対照表 

（単位：百万円） 

当 会 計 期 間 末 

(平成１５年１０月３１日) 

前 会 計 期 間 末 

(平成１４年１０月３１日) 
比 較 増 減 

期   別 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

  （資産の部）  ％  ％  

Ⅰ．流  動  資  産 １７，６３７ 23.5 １５，８７９ 21.1  １，７５７ 

 現 金 預 金 ※1 ２，０７４  １，６９８   ３７６ 

 受 取 手 形  ５  １１  △ ５ 

 完 成 工 事 未 収 入 金  １，７８８  １，１２４   ６６４ 

 有 価 証 券  ２８７  ２６４  ２３ 

 未 成 工 事 支 出 金  ５，１９１  ５，０６６   １２４ 

 販 売 用 不 動 産  ３，０２９  ３，１１８  △ ８９ 

 未 成 分 譲 土 地  ２２７  ２２７  －  

 前 渡 金  ６０  １７   ４２ 

 前 払 費 用  ４９６  ５４５  △ ４９ 

 立 替 金  １４４  １５２  △ ８ 

 短 期 貸 付 金  ３９６  ２００   １９５ 

 未 収 入 金 ※4 ３，４８９  ３，０４０   ４４９ 

 繰 延 税 金 資 産  ５１６  ５０８   ８ 

 そ の 他 流 動 資 産  ８９  １０４  △ １４ 

 貸 倒 引 当 金  △ １５８  △ ２００   ４２ 
      

Ⅱ．固  定  資  産 ５７，３８８ 76.5 ５９，４９５ 78.9 △ ２，１０６ 

 有 形 固 定 資 産  ３５，６２０ 47.5 ３６，２１４ 48.0 △ ５９４ 

 建 物 ※1 ３，１３４  ３，２０９  △ ７５ 

 賃 貸 用 建 物 ※1 １７，０８７  １７，５８４  △ ４９７ 

 構 築 物  ８７９  ８７４   ５ 

 機 械 装 置 ※1 ３１０  ３６９  △ ５８ 

 車 輌 運 搬 具  １１  １２  △ ０ 

 備 品  ４０６  ４３２  △ ２６ 

 土 地 ※1 １３，６２２  １３，５２７   ９５ 

 建 設 仮 勘 定  ６９  １０６  △ ３６ 

 そ の 他 有 形 固 定 資 産  ９７  ９７  －  

 無 形 固 定 資 産  ５５５ 0.7 ６０３ 0.8 △ ４８ 

 投 資 そ の 他 の 資 産  ２１，２１３ 28.3 ２２，６７７ 30.1 △ １，４６４ 

 投 資 有 価 証 券  １７９  ３２４  △ １４４ 

 関 係 会 社 株 式  ４，６５６  ４，７２８  △ ７１ 

 長 期 貸 付 金  １，８６２  ３，８０６  △ １，９４３ 

 株主、役員又は従業員に対する長期貸付金  ２７３  ２７４  △ ０ 

 関 係 会 社 長 期 貸 付 金  ９，８１９  ５，２５７   ４，５６２ 

 破産債権・更生債権等 ※4 ３，２３４  ２３，５０７  △ ２０，２７３ 

 長 期 前 払 費 用  １３４  ２７４  △ １４０ 

 差 入 保 証 金  １，１６１  １，２４８  △ ８６ 

 役 員 保 険 料  ２６９  ２６６   ２ 

 長 期 未 収 入 金  １３８  １４２  △ ４ 

 繰 延 税 金 資 産  ８，９２１  ９，９３１  △ １，０１０ 

 そ の 他 投 資 等  ２１  ２１  △ ０ 

 貸 倒 引 当 金  △ ９，４５８  △ ２７，１０７   １７，６４８ 
       

Ⅲ．繰  延  資  産  －  －  ５ 0.0 △ ５ 

 社 債 発 行 差 金  －   ５  △ ５ 

 資 産 合 計  ７５，０２５ 100.0 ７５，３８０ 100.0 △ ３５４ 
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（単位：百万円） 

当 会 計 期 間 末 

(平成１５年１０月３１日) 

前 会 計 期 間 末 

(平成１４年１０月３１日) 
比 較 増 減 

期   別 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

  （負債の部）   ％  ％  

Ⅰ．流  動  負  債  ４６，５２６ 62.0 ４４，７８２ 59.4  １，７４４ 

 工 事 未 払 金  １３，８５４  １１，０２７   ２，８２６ 

 短 期 借 入 金 ※1 １８，９４１  １６，６９１   ２，２４９ 

 一 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 ※1 ４，７６２  ５，１４３  △ ３８０ 

 一 年 内 償 還 予 定 の 社 債  ４００  ２，０００  △ １，６００ 

 未 払 金  ３５５  ５９７  △ ２４１ 

 未 払 法 人 税 等  １０９  １３６  △ ２７ 

 未 払 消 費 税 等  １６８  ４   １６３ 

 未 成 工 事 受 入 金  ５，００８  ５，９８１  △ ９７２ 

 預 り 金  １，３７２  １，６８４  △ ３１１ 

 完 成 工 事 補 償 引 当 金  ２４６  ２１２   ３３ 

 賞 与 引 当 金  ８２８  ８０７   ２０ 

 そ の 他 流 動 負 債  ４７７  ４９４  △ １６ 
        

Ⅱ．固  定  負  債  １３，９４０ 18.6 １６，４９５ 21.9 △ ２，５５５ 

 社 債  １，４００  －    １，４００ 

 長 期 借 入 金 ※1 １０，０７９  １４，５３３  △ ４，４５３ 

 長 期 預 り 金  ４２８  ４２７   ０ 

 退 職 給 付 引 当 金  １，５１８  １，０８５   ４３２ 

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ５１４  ４４８   ６５ 
       

 負 債 合 計  ６０，４６６ 80.6 ６１，２７７ 81.3 △ ８１１ 
       

  （資本の部）       

Ⅰ．資 本 金 ※3  ７，８７３ 10.5  ７，８７３ 10.4 －  

Ⅱ．資 本 剰 余 金        

 資 本 準 備 金   ５，９２２   ５，９２２  －  

 そ の 他 資 本 剰 余 金   ９８７   ９８７  －  

 資本金及び資本準備金減少差益   ９８７   ９８７  －  

 資 本 剰 余 金 合 計   ６，９１０ 9.2  ６，９１０ 9.2 －  

Ⅲ．利 益 剰 余 金         

 当 期 未 処 理 損 失   ２２３   ６７８  △ ４５４ 

 利 益 剰 余 金 合 計  △ ２２３ △0.3 △ ６７８ △0.9  ４５４ 

Ⅳ．その他有価証券評価差額金   ３ 0.0 △ １ △0.0  ４ 

Ⅴ．自 己 株 式 ※3 △ ３ △0.0 △ １ △0.0 △ ２ 
       

 資 本 合 計  １４，５５９ 19.4  １４，１０２ 18.7  ４５６ 
       

 負 債 及 び 資 本 合 計  ７５，０２５ 100.0 ７５，３８０ 100.0 △ ３５４ 
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２．損益計算書 

（単位：百万円） 

当 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

比 較 増 減 

期   別 

 

 

科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 
  ％  ％  

Ⅰ．売 上 高  ７７，７０３ 100.0 ７６，７４２ 100.0  ９６０ 

 完 成 工 事 高  ７４，３３４  ７３，００８   １，３２６ 

 販 売 用 不 動 産 売 上 高  １，２７４  １，３４５  △ ７０ 

 そ の 他 売 上 高  ２，０９４  ２，３８９  △ ２９５ 

Ⅱ．売  上  原  価  ６１，３９６ 79.0 ６０，３３７ 78.6  １，０５８ 

 完 成 工 事 原 価  ５８，１９２  ５７，１２５   １，０６７ 

 販 売 用 不 動 産 売 上 原 価  １，４５６  １，４０１   ５５ 

 そ の 他 売 上 原 価  １，７４６  １，８１１  △ ６４ 

Ⅲ．売 上 総 利 益  １６，３０７ 21.0 １６，４０４ 21.4 △ ９７ 

 完 成 工 事 総 利 益  １６，１４２  １５，８８３   ２５８ 

 販売用不動産売上総損失(△)  △ １８２  △ ５６  △ １２６ 

 そ の 他 売 上 総 利 益  ３４７  ５７７  △ ２３０ 

Ⅳ．販売費及び一般管理費 ※1 １２，７５５ 16.4 １４，８４１ 19.4 △ ２，０８６ 

 営 業 利 益  ３，５５２ 4.6 １，５６３ 2.0  １，９８８ 

Ⅴ．営 業 外 収 益  ３６９ 0.5 ３２１ 0.4  ４７ 

 受 取 利 息  １８２  １３０   ５２ 

 有 価 証 券 利 息  ５  １   ３ 

 受 取 配 当 金  ３１  ４２  △ １０ 

 受 取 保 険 料  ２５  １９   ６ 

 為 替 差 益  －   ３３  △ ３３ 

 雑 収 入  １２４  ９４   ２９ 

Ⅵ．営 業 外 費 用  １，０６３ 1.4 ９５２ 1.2  １１０ 

 支 払 利 息  ８６３  ８１０   ５３ 

 社 債 利 息  ２４  ３９  △ １５ 

 雑 支 出  １７５  １０２   ７２ 

 経 常 利 益  ２，８５８ 3.7 ９３２ 1.2  １，９２５ 

Ⅶ．特 別 利 益  ８６０ 1.1 ８２６ 1.1  ３４ 

 固 定 資 産 売 却 益 ※2 ２７  ２９  △ １ 

 貸 倒 引 当 金 戻 入 額  ８０２  －    ８０２ 

 厚生年金基金代行部分返上益  －   ７９６  △ ７９６ 

 そ の 他 特 別 利 益  ３０  －    ３０ 

Ⅷ．特 別 損 失  ２，２０８ 2.9 ３，２９４ 4.3 △ １，０８６ 

 固 定 資 産 売 却 損 ※3 ８２  ２１   ６１ 

 固 定 資 産 除 却 損 ※4 ５０  ３４５  △ ２９４ 

 販 売 用 不 動 産 評 価 損  －   １６１  △ １６１ 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  ７１  ４３   ２８ 

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ※5 １，８５９  １，９２６  △ ６７ 

 退職給付会計基準変更時差異償却額  １４２  ２９２  △ １５０ 

 リ ー ス 契 約 解 約 損  －   ４９４  △ ４９４ 

 そ の 他 特 別 損 失  １  ８  △ ７ 

 
税 引 前 当 期 純 利 益 又 は 

税 引 前 当 期 純 損 失 ( △ ) 
 １，５１０ 1.9 △ １，５３５ △2.0  ３，０４６ 

 法人税、住民税及び事業税  ５５ 0.0 ９ 0.0  ４６ 

 過 年 度 法 人 税 等  －  －  ５５７ 0.7 △ ５５７ 

 法 人 税 等 調 整 額  １，０００ 1.3 ３９ 0.1  ９６０ 

 当期純利益又は当期純損失(△)  ４５４ 0.6 △ ２，１４１ △2.8  ２，５９６ 

 前 期 繰 越 損 失   ６７８   １１２   ５６５ 

 利 益 準 備 金 取 崩 高  －   １，５７５  △ １，５７５ 

 当 期 未 処 理 損 失  ２２３  ６７８  △ ４５４ 
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３．損失処理計算書 

（単位：百万円） 
期   別 

 

科   目 

当 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

Ⅰ．当期未処理損失 ２２３ ６７８ 

Ⅱ．次期繰越損失 ２２３ ６７８ 
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（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券・・・・・・・償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの・・・・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの・・・・・・・・移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金・・・・・個別法による原価法 

販売用不動産・・・・・・個別法による原価法 

未成分譲土地・・・・・・個別法による原価法 

 

３．固定資産の減価償却費の方法 

(１)有形固定資産 

   重要な賃貸用資産及び平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定

額法、その他の資産については定率法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建物      ７ ～ ５０年 

     賃貸用建物  １０ ～ ５０年 

(２)無形固定資産 

   定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

４．繰延資産の処理方法 

(１)社債発行差金 

   発行日から償還日に亘る期間で月割償却しております。 

(２)社債発行費 

   支払時に金額費用処理しております。 

    なお、社債発行費は損益計算上、営業外費用の雑支出に含めて表示しております。 

 

５．引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(２)完成工事補償引当金 

   完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、当会計期間末に至る１年間の完成工事高及び販売用建

物売上高に対し、過去の補修実績に基づく将来の見積補償額を計上しております。 

(３)賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

(４)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

   なお、会計基準変更時差異については、５年間による按分額を費用計上しております。 

   数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

(５)役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

 

７．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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８．ヘッジ会計の方法 

(１)ヘッジ会計の方法 

   特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理によっております。 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ａ ヘッジ手段  金利スワップ 

   ｂ ヘッジ対象  借入金・満期保有目的債券 

(３)ヘッジ方針 

   職務権限規程に基づき代表取締役の稟議決裁を受け、金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジし

ております。 

(４)ヘッジ有効性評価の方法 

   特例処理の適用要件が充足されているため、有効性の評価は省略しております。 

 

９．その他財務諸表作成のための重要な事項 

(１)消費税等に相当する額の会計処理 

   消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜き方式によっております。 

(２)１株当たり当期純利益に関する会計基準 

   当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

   なお、これによる影響はありません。 

(３)自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

   当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用

しております。これによる当期の損益に与える影響は軽微であります。 

   なお、財務諸表規則の改正により、当期における貸借対照表の資本の部については、改正後の財

務諸表規則により作成しております。 

 

 

  （追加情報） 

１．「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年法律第９号）により、平成１６年４月１日以降開始

事業年度より法人事業税に外形標準課税が導入されるとともに法人事業税率が変更されることにになり

ました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実行税率は一部、改正後の

税率に変更しております。この結果、当期末の「繰延税金資産」が３０３百万円減少し、当期末に計上

された「法人税等調整額」が３０３百万円増加しております。 

 

 

２．平成１５年４月から厚生年金保険・健康保険の保険料算定方式として「総報酬制」が導入されることに

伴い、賞与引当金に対応する社会保険料の会社負担額を当期から「未払費用」として計上しております。

これにより、「未払費用」の金額が９５百万円増加し、営業利益及び経常利益が９５百万円減少してお

ります。 
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 注記事項 

  （貸借対照表関係） 

当 会 計 期 間 末 

（平成１５年１０月３１日） 

前 会 計 期 間 末 

（平成１４年１０月３１日） 

※1 このうち次のとおり借入金等の担保に供してお

ります。 

 定 期 預 金      700 百万円 

 建       物     2,969 

 賃 貸 用 建 物     16,399 

 機 械 装 置      266 

 土       地     8,573    

     計         28,907 

担保提供資産に対する債務 

 短 期 借 入 金     3,800 百万円 

 一年内返済予定長期借入金  3,547 

 長 期 借 入 金     7,067    

計         14,414 

なお、上記のほか、子会社である銀河高原ビー

ル㈱の銀行借入金（当期末残高 64 百万円）を担

保するため、定期預金 100 百万円を担保に供して

おります。 

※1 このうち次のとおり借入金等の担保に供してお

ります。 

 定 期 預 金      200 百万円 

 建       物     2,404 

 賃 貸 用 建 物     17,236 

 機 械 装 置      316 

 土       地     8,617    

     計         28,775 

担保提供資産に対する債務 

 短 期 借 入 金     3,800 百万円 

 一年内返済予定長期借入金  3,154 

 長 期 借 入 金     8,987    

計         15,941 

なお、上記のほか、子会社である銀河高原ビー

ル㈱の銀行借入金（当期末残高 58 百万円）を担

保するため、定期預金 100 百万円を担保に供して

おります。 

2 保証債務 

 下記の住宅購入者その他に対する金融機関の

融資等について保証を行なっております。 

 住宅購入者等 5,244 百万円 

   

関係会社 

 銀河高原ビール㈱ 5,159 

 東日本沢内総合開発㈱ 1,853 

 ㈱ホテル東日本 929 

㈱東日本ウッドワークス北海道 291 

㈱東日本ウッドワークス中部 252 

東日本プレカットワークス㈱ 33 

宝くじ神社㈱ 22 

 東日本テック㈱ 14    

      計 13,800 

 

 なお、住宅購入者等に係る保証の大半は、保証

会社が金融機関に対し保証を行なうまでのつな

ぎ保証であります。 

2 保証債務 

 下記の住宅購入者その他に対する金融機関の

融資等について保証を行なっております。 

 住宅購入者等 4,562 百万円 

 木材仕入先業者 32 

関係会社 

 銀河高原ビール㈱ 6,459 

 東日本沢内総合開発㈱ 1,893 

 ㈱ホテル東日本 1,043 

㈱東日本ウッドワークス北海道 395 

㈱東日本ウッドワークス中部 396 

東日本プレカットワークス㈱ 46 

宝くじ神社㈱ 30 

 東日本テック㈱ 20    

      計 14,880 

 

 なお、住宅購入者等に係る保証の大半は、保証

会社が金融機関に対し保証を行なうまでのつな

ぎ保証であります。 

※3 会社が発行する株式の総数 

 普通株式          93,821 千株 

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行な

われた場合には、これに相当する株式数を減ずる

こととなっております。 

 発 行 済 株 式 の 総 数 

 普通株式          35,964 千株 
 

 当社が所有する自己株式の数 

 普通株式            23 千株 

※3 会社が発行する株式の総数    93,821 千株 

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行な

われた場合には、これに相当する株式数を減ずる

こととなっております。 

 発 行 済 株 式 の 総 数    35,964 千株 

※4 区分掲記されたもの以外で関係会社に対するも

のは次のとおりです。 

 未 収 入 金      3,292 百万円 

 破産・更生債権等      1,753 

※4 区分掲記されたもの以外で関係会社に対するも

のは次のとおりです。 

 未 収 入 金      2,634 百万円 

 破産・更生債権等      23,041 

 5 配当制限 

 商法施行規則第124条第3号に規定する純資産

額は 3 百万円であります。 

 

――――――――――― 
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  （損益計算書関係） 

当 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

※1 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費  10 百万円 

※1 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費   3百万円 

※2 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

 建       物       0 百万円 

 土       地       27      

     計           27 百万円 

※2 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

 建       物       2 百万円 

 土       地       26      

     計           29 百万円 

※3 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

 建       物       1 百万円 

 構   築   物       0 

 備       品       3 

 土       地       77     

     計           82 百万円 

※3 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

 建       物       5 百万円 

 構   築   物       1 

 備       品       11 

 そ   の   他       2     

     計           21 百万円 

※4 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 建       物       38 百万円 

 構   築   物       6 

 車 輌 運 搬 具       0 

 備       品       6     

     計           50 百万円 

※4 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 建       物      244 百万円 

 構   築   物       61 

 車 輌 運 搬 具       0 

 備       品       37 

 そ   の   他       1     

     計          345 百万円 

※5 関係会社貸付金等について引当たものでありま

す。 

※5 関係会社貸付金等について引当たものでありま

す。 

 

 （リース取引関係） 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

当 会 計 期 間 末 

（平成１５年１０月３１日） 

前 会 計 期 間 末 

（平成１４年１０月３１日） 
 

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累計額相当額 

期 末 

残高相当額 

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累計額相当額 

期 末 

残高相当額 

 

建 物 

百万円 

２，８８４ 

百万円 

１，６０５ 

百万円 

１，２７９ 

百万円 

３，１２９ 

百万円 

１，３１６ 

百万円 

１，８１３ 

機 械 装 置 ３２２ ２１７ １０４ ３２２ １８１ １４０ 

車 輌 

運 搬 具 
１３５ ７９ ５６ １３９ ５９ ８０ 

備 品 ３４５ １２７ ２１８ ４０７ １７１ ２３６ 

合 計 ３，６８７ ２，０２９ １，６５８ ３，９９８ １，７２８ ２，２７０ 

 

   ２．未経過リース料期末残高相当額 

 当 会 計 期 間 末 

（平成１５年１０月３１日） 

前 会 計 期 間 末 

（平成１４年１０月３１日） 

 百万円 百万円 

一 年 以 内 ８１３ ８９７ 

一 年 超 ８５２ １，３７８ 

合 計 １，６６６ ２，２７５ 
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   ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 当 会 計 期 間 末 

（平成１５年１０月３１日） 

前 会 計 期 間 末 

（平成１４年１０月３１日） 

 百万円 百万円 

支 払 リ ー ス 料 ９７８ １，１５７ 

減価償却費相当額 ９２３ １，０８４ 

支 払 利 息 相 当 額 ４８ ６４ 

 

   ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

   ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

 

 （有価証券関係） 

   当事業年度及び前事業年度のいずれにおいても子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

 （税効果会計関係） 

  １．繰延税金資産の発生の主な要因別の内訳 

     繰延税金資産 

       賞与引当金損金算入限度額超過 ２０６百万円 

       退職給付引当金 ５５９ 

       役員退職慰労引当金否認 ２０９ 

       貸倒引当金損金算入限度超過 ３，８５４ 

       株式評価損 ４６５ 

       未成分譲土地評価損 ８３０ 

       固定資産評価損否認 ４，０５４ 

       未収入金否認 ２１２ 

       販売用土地評価損 ８１ 

       税務上の繰延欠損金 ６，９６９ 

       その他 １２２  

     繰延税金資産小計 １７，５６７ 

     評価性引当額 △８，１２７  

     繰延税金資産合計 ９，４４０  

 

  ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

     法定実効税率                  ４１．７％ 

       （調整） 

       交際費等永久に損金に導入されない項目 ６．８ 

       受取配当金の益金不算入額 △０．５ 

       住民税均等割 ３．６ 

       税率変更に伴う期末繰延税金資産減額修正 ２０．０ 

       その他 △１．７  

     税効果会計適用後の法人税等の負担率 ６９．９  
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 （１株当たり情報） 

 

当 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

 １株当たり純資産額       405 円 09 銭 

 

 １株当たり当期純利益       12 円 66 銭 

 

 なお、潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益につい

ては、希簿化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 

 当期から「1 株当たり当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成 14 年 9 月 25 日 企業会

計基準第 2 号）及び「1 株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 14 年

9 月 25 日 企業会計基準適用指針第 4 号）を適用して

おります。 

 なお、同会計基準及び適用指針を前期に適用した場

合、1株当たり純資産額及び 1 株当たり当期純利益への

影響はありません。 

 １株当たり純資産額       392 円 20 銭 

 

 １株当たり当期純損失       56 円 18 銭 

 

 なお、潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益につい

ては、当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。 

 

   （注）1 株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 

 

当 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

当期純利益       （百万円） 454 －  

普通株主に帰属しない金額（百万円） －  －  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 454 －  

期中平均株式数     （ 株 ） 35,947,576 －  

 

 

  役員の異動   
平成１６年１月３０日付 

 

１．新任取締役候補 

    取   締   役     岩 渕  昭 彦 （ 現 ： 新 潟 支 店 長 ） 

 

２．退任予定取締役 

    取   締   役     中 村   均  （ 常 勤 監 査 役 に 就 任 予 定 ） 

 

３．新任監査役候補 

    常 勤 監 査 役     中 村   均  （ 現 ： 金 沢 支 店 長 ） 

 

 


